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論文内容の要旨
本研究は、化学工業を対象として、世界市場競争の視点からの多国籍企業に関する経営史研究としての
「国際産業経営史」の構築を意図したものである。競争の視点、からの経営史研究を重視するのは、いわば
「競争→企業Jという方法によって、「競争のなかの企業」について考察することが、個々の企業の経営戦
略・企業行動を明らかにする上で有効であると考えるからである O
多国籍企業の問題を、たんに企業の国際化として理解するのではなく、「資本に応じてム「力に応じてJ
世界市場を分割=再分割する国際独占体として理解する見地からは、国際産業経営史においては、国際カ
ルテルから多国籍企業への発展についての考察がその軸となる。したがって、本研究の第1篇では、化学
工業における国際カルテルから多国籍企業への発展を考察している O 多国籍企業としての発展に関する考
察は残されているが、この問題が、本研究の第1の柱である。
世界市場競争の問題においては「国際競争力」がキーワードであることから、アメリカ化学工業の国際
競争力問題への関心を持ち、 ASP制度がそこで重要な位置を占めていたことが明らかになった。第 2篇
で、第2次大戦後のアメリカ化学工業の国際競争力問題を、 ASP制度の問題を中心に考察し、とくに
ASP制度廃止の意義を明らかにしている。 ASP制度の成立は、第 1篇第 1章の I節での、保護関税とア
メリカ合成染料工業の成立・発展の関連の考察における中心テーマであった。とくに、それをめぐる議会
での論争は、アメリカ化学工業の国際競争力問題に関する歴史的考察の原点として位置づけることができ
る。本研究は、 ASP制度を、その成立と廃止とを、アメリカ化学工業の国際競争力問題として論じた唯
一のものではなし、かと考える。これが、本研究の第2の柱である O
第1篇の第1章では、第1次大戦前に世界市場を支配していたドイツ化学工業に対抗して、アメリカ化
学工業が自立的発展をするうえで合成染料工業の成立が不可欠であったが、その成立において中心的な役
割を果たしたデュポン社が、火薬産業での国際カルテルに参加していたことを基礎に、国際カルテル、と
くにデュポン=ICI同盟を中心とする国際経営戦略を展開したことを明らかにした。その過程でのデュポ
ン社による技術力の強化が多国籍企業化の基礎を構築するものであったが、第2次大戦後のデュポン社の
多国籍企業化を決定づけた要因として、反トラスト判決によるデ、ュポン=ICI同盟の解体が、重要である
ことを明らかにした。第2章では、スタンダード・オイル社とIG・ファルベン社との国際カルテル(スタ
ンダード=IG同盟)が、アメリカ合成ゴム工業の形成において果たした役割を主に考察した。ただし、ア
メリカ合成ゴム工業の形成については、化学工業の側からだけでなく、すでに世界最大であったアメリカ
ゴム工業の側からの考察も必要であると考えたことから、アメリカゴム工業の成立・発展をビッグ・フォ一
体制の成立として明らかにするとともに、合成ゴムとの関連から原料問題としての天然、ゴムの国際カルテ
ルをも考察した。スタンダード=IG同盟の問題は、アメリカでの国際カルテル批判とIG・フアルベン社
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への批判を強めることとなった。
第2篇では、 1950年代におけるアメリカ化学工業の国際競争力問題の中心にASP制度の問題があった
こと、 1960年代にはASP制度がケネディ・ラウンドでの争点となり国際的な問題となったこと、アメリ
カ化学工業の国際競争環境の変化がその国際競争力問題を多様化し、 ASP制度をめぐる業界の利害の分
裂が顕在化してきたことを明らかにし、「アメリカ合成染料工業のヨーロッパ化」の歴史的背景を明らか
にしfこO
論文審査の結果の要旨
本研究は19世紀末から1960年代までの世界の化学工業史を国際競争を軸に経営史として解明しようとし
たものである。その素材としては主としてアメリカ化学工業、とくにデ、ュポン社が選ばれている。
提出された論文の第一の柱は、国際カルテルから多国籍企業への発展の諸契機を分析することである。
第二の柱は合成染料への輸入関税の基準価格としてASP(アメリカ販売価格)制度が大きな役割を果た
し、かっASP制度の廃止をめぐる問題がアメリカ化学工業の国際競争力強化の面で重要な役割を果たし
たことを示すことであるO
第一次世界大戦まで世界の化学工業、とりわけ染料工業の分野はドイツの独壇場であった。しかし、戦
時においてドイツからの輸入が途絶した諸国では深刻な染料不足に陥った。これらの諸国には、アメリカ・
イギリス・日本などが含まれ、対応策にはそれぞれに特色がみられ、いずれも研究者の重要な課題となっ
ている。
アメリカにおいては、 1916年にキッチンよる特別税引き下げの関税法案が成立したが、繊維産業の需要
はこれでは満たされず、染料不足はアメリカ合成染料工業を成立させることとなった。染料工業自立のメ
ルクマールとなる合成インディゴでいえば、 1917年にダウ・ケミカル社が製造に成功し、翌年にはナショ
ナル・アニリン・アンド・ケミカル社、およびデュポン社が製造に成功した。
こうした分野の先行研究にはGrahamD. Taylor /Patricia E. Sudnikによる“DuPontand the 
lnternational Chemical lndustry"があるが、その記述は1930年代までに重点が置かれていた。これに
対し、本論文では反トラスト法によるデ、ュポン=ICI同盟の解体をデュポン社のみならずアメリカ企業の
「多国籍企業化」を促進した契機と見て、その過程を合成ゴム工業の展開から考察している。
アメリカでは、合成ゴム工業の成立以前に自動車工業の発展を背景に、すでに世界最大のゴム工業が形
成されていた。合成ゴム工業はドイツのIG・フアルベン社とデュポン社を中心に形成されたが、 IG・フア
ルベン社は水素添加技術を軸にアメリカのスタンダード=ニュージャージ一社と同盟を組み、デュポン社
は特殊ゴム分野を中心に展開した。しかし、スタンダード=IG同盟は結局アメリカ合成ゴム工業の発展
を遅らせ、また第二次世界大戦へと向かう中で米独聞の企業連合は解体されていった。
また、本論文の特色は、経営史研究の中に産業政策研究の視点を取り込んだことである O これにより、
アメリカの国家政策とは相反すると見られる保護主義が一部では近年まで行われてきたことを、 1950年代
以降のアメリカ化学工業の国際競争力問題を議会資料を中心に検討し、ケネディ・ラウンドのもとでアメ
リカ合成染料工業の衰退とASP制度の廃止を関連づけている O
本論文はこれらの諸点、を精徹に論じたものであり、審査委員会は本論文を博士(経営学)の学位にふさ
わしいものと認めた。
しかし、本論文には残る課題もある O その第一は化学工業にとって重要な中間原料の生産技術発達につ
いての分析・記述が少ないこと、第二は第二次世界大戦戦時下でのデュポン社の発展についてほとんど記
述がないことである O このため、記述全体のバランスがいささか崩れていることである O このような課題
は今後に克服されるべきものであろう。
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